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水道事業会計 
 

 

第１ 業務の執行状況                             

１ 水道の普及状況 

水道の普及状況は、次のとおりである。 

（単位 人・比率 ％）

区   分 令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率 

行政区域内人口 Ａ 665,330 670,258 △4,928 △0.7 

給 水 人 口 Ｂ 651,869 656,789 △4,920 △0.7 

普  及  率 Ｂ／Ａ 98.0 98.0 0.0 － 

 

 

２ 給水業務の状況 

（１）給水業務の状況は、次のとおりである。 

（比率 ％）

区  分 
令 和 ７ 年 度 令和６年度 

実 施 量 

比 較 増 減 

計 画 実 施 量 執行率 実 施 量 増減率 

給 水 戸 数(戸) 315,898 316,493 100.2 314,635 1,858 0.6 

年間総配水量(㎥) 79,272,890 86,231,649 108.8 85,011,044 1,220,605 1.4 

１日平均配水量(㎥) 217,186 236,251 108.8 232,907 3,344 1.4 

有 収 水 量(㎥) 66,940,017 67,540,882 100.9 67,935,575 △394,693 △0.6 

有 収 率 84.4 78.3 92.8 79.9 △1.6 － 

 

（２）総配水量に対する有効水量（実際に使用された水量）、無効水量（漏水等）の状況

は、次のとおりである｡  

（単位 ㎥・比率 ％）

区  分 
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較 増 減 

水 量 構成比 水 量 構成比 水 量 増減率 

総 配 水 量 86,231,649 100.0 85,011,044 100.0 1,220,605 1.4 

有効水量 

有収水量 67,540,882 78.3 67,935,575 79.9 △394,693 △0.6 

無収水量 6,426,095 7.5  7,715,907 9.1 △1,289,812 △16.7 

計 73,966,977 85.8 75,651,482 89.0 △1,684,505 △2.2 

無 効 水 量 12,264,672 14.2  9,359,562 11.0 2,905,110 31.0 
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無効水量を減少させるため、漏水防止対策として次の事業を実施していた。 

  ア 漏水調査は、市内に布設されている配水管1,265㎞を対象として実施し、249か所の漏

水を発見した。市民からの通報と合わせ1,066か所の漏水修繕を実施していた。 

イ 経年劣化した導送配水管の計画的な布設替え及び下水道築造工事など他事業関連に併

せた布設替えを全体で20.3㎞実施していた。 
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３ 主要な建設改良事業の執行状況 

主要な建設改良事業の執行状況は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％）

区   分 計  画 実  施 
執行率 

（進捗率） 

新増設事業 
419,782 238,768 56.9 

水道整備費（新増設） 

（ 施 工 延 長 、 ｍ ） (2,203.4) (1,734.9) (78.7) 

改良事業 
11,589,013 5,781,222 49.9 

水道整備費（改良） 

（ 施 工 延 長 、 ｍ ） (33,584.4) (17,436.1) (51.9) 

計 12,008,795 6,019,991 50.1 

 

（１）新増設事業 

  ア 新増設事業は、事業費２億3,876万円で、駿河区小坂配水管布設工事、丸子新田取水

場３号井取水場築造に伴う場内配管布設替工事などを実施していた。 

イ 計画（予算額）に対する執行率は56.9％となっていた。これは主に、（仮称）高松第

２取水場試験井築造工事ほか８件の工事等を翌年度に繰り越したことによるものであ

る。 

（２）改良事業 

ア 改良事業は、事業費57億8,122万円で、葵区南一丁目外配水本管布設替工事、門屋浄

水場中央監視制御設備更新工事などを実施していた。 

イ 計画（予算額）に対する執行率は49.9％となっていた。これは主に、向敷地配水場配

水池更新工事ほか54件の工事等を翌年度に繰り越したことによるものである。 

 

 

４ 水道施設の維持管理等の状況                              

（１）水道法に基づく水質検査については、配水系統ごとに選定した市内48か所の給水栓を定

期検査箇所として、年８回の省略検査（13項目）及び年４回の全項目検査（51項目）を実

施し、全ての検査箇所で水質基準に適合していた。 

（２）水道メーターの有効期間は計量法により８年と定められており、これに伴い44,427個

のメーター取替えを実施していた。 

（３）修繕工事については、配水管及び給水管並びに消火栓及び仕切弁の修繕を計2,451件実

施していた。 
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５ 水道施設の稼働状況                           

水道施設の稼働状況は、次のとおりである。 

（単位 ㎥・比率 ％）

区   分 令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率 

１日最大配水量 Ａ  250,544   250,310  234 0.1 

１日平均配水量 Ｂ  236,251   232,907  3,344 1.4 

１日配水能力 Ｃ  314,160   314,160  0 0.0 

施 設 利 用 率 Ｂ／Ｃ 75.2 74.1 1.1 － 

負  荷  率 Ｂ／Ａ 94.3 93.0 1.3 － 

最 大 稼 働 率 Ａ／Ｃ 79.8 79.7 0.1 － 

 

（１）施設利用率（１日配水能力に対する１日平均配水量の比率で、施設の稼働状況を示す

割合）は75.2％で、前年度を1.1ポイント上回っていた。 

（２）負荷率（１日最大配水量に対する１日平均配水量の比率で、施設が平均的に稼働して

いる割合）は94.3％で、前年度を1.3ポイント上回っていた。 

（３）最大稼働率（１日配水能力に対する１日最大配水量の比率で、施設の利用状況を示す

割合）は79.8％で、前年度を0.1ポイント上回っていた。 
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第２ 予算の執行状況                           

１ 収益的収支の状況 

（１）収益的収入の執行状況は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％）

科  目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率 

水道事業収益 11,977,368 12,023,093 100.4 12,267,939 △244,845 △2.0 

営 業 収 益 11,332,124 11,265,417 99.4 11,271,803 △6,386 △0.1 

営業外収益 639,977 746,869 116.7 981,109 △234,240 △23.9 

特 別 利 益 5,267 10,806 205.2 15,026 △4,219 △28.1 

 

上表の営業収益のうち、給水収益の内訳は、次のとおりである。 

（比率 ％）

使用水量 

（月間） 

延給水戸数 

（戸） 
対前年度比 

給 水 量 

（㎥） 
対前年度比 

給水収益 

（千円） 
対前年度比 

０㎥を超え ５㎥まで 915,384 101.9 1,929,756 101.7 836,597 101.6 

５㎥を超え 10㎥まで 724,762 101.3 5,540,490 101.4 932,384 101.3 

10㎥を超え  20㎥まで 1,145,102 100.7 17,199,198 100.5 2,331,915 100.5 

20㎥を超え  50㎥まで 1,030,590 98.6 29,257,298 98.5 4,070,373 98.5 

50㎥を超え 100㎥まで 56,399 95.7 3,449,981 96.2 546,637 96.3 

100㎥を超え500㎥まで 23,177 102.0 4,371,926 100.8 843,075 100.8 

500㎥ を超える分 4,669 100.2 5,792,233 99.4 1,223,297 99.4 

計 3,900,083 100.5 67,540,882 99.4 10,784,282 99.6 

 

（２）収益的支出の執行状況は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％） 

科  目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率 

水道事業費用 10,934,199 10,475,534 95.8 10,134,841 340,693 3.4 

営 業 費 用 10,266,363 9,989,901 97.3 9,313,850 676,050 7.3 

営業外費用※ 666,836 485,633 72.8 816,455 △330,822 △40.5 

特 別 損 失 － － － 4,534 △4,534 △100.0 

予 備 費 1,000 0   0 0   0   － 

   ※ 前年度決算額における営業外費用の雑支出の決算額には、地方公営企業法施行令

第 18 条第５項ただし書の規定による予算超過支出額 84,609,030 円を含んでいた。 
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２ 資本的収支の状況 
 

（１）資本的収入の執行状況は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％） 

科  目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率 

資本的収入 8,800,179 3,564,475 40.5 3,455,039 109,435 3.2 

企 業 債 7,337,500 2,956,000 40.3 2,915,000 41,000 1.4 

国庫（県）支出金 918,578 121,060 13.2 78,672 42,388 53.9 

他 会 計 支 出 金 174,017 203,933 117.2 156,018 47,915 30.7 

負 担 金 150,530 83,427 55.4 104,836 △21,408 △20.4 

その他資本的収入 200,000 200,000 100.0 200,000 0 0 

出 資 金 19,500 0 0 － － － 

固定資産売却代金 54 54 100.5 513 △458 △89.4 

 

  ア 資本的収入は35億6,447万円で、予算額に対する執行率は40.5％となっていた｡これは

主に、水道整備費の一部を翌年度に繰り越したことにより企業債の一部の借入れを見送

ったためである。 

イ 資本的収入は、前年度に比べ１億943万円（3.2％）増加していた。これは主に、重要

施設の選択的線的耐震化事業に係る交付金が増加したことにより他会計支出金が増加し

たこと及び国の補正予算に伴い国庫補助金の認証が増加したことにより、国庫（県）支

出金が増加したためである。 

 

（２）資本的支出の執行状況は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％） 

科  目 予算額 決算額 執行率 翌年度繰越額 前年度決算額 比較増減 増減率 

資本的支出 16,448,450 9,723,779 59.1 6,095,770 8,757,637 966,142 11.0 

建設改良費 13,998,541 7,274,307 52.0 6,095,770 6,370,214 904,092 14.2 

企業債償還金 2,433,453 2,433,018 99.9 － 2,287,422 145,596 6.4 

投 資 0 0 － － 100,000 △100,000 △100.0 

その他資本的支出 16,456 16,453 99.9 － 0 16,453 － 

 

ア 資本的支出は97億2,377万円で､予算額に対する執行率は59.1％となっていた。これは

主に、建設改良費において、工事請負費等を翌年度へ繰り越したためである。 

イ 資本的支出は、前年度に比べ９億6,614万円（11.0％）増加していた。これは主に、

水道施設更新工事が増加したことにより、建設改良費が増加したためである。 

ウ 建設改良費は72億7,430万円で、前年度に比べ９億409万円（14.2％）増加していた。

これは主に、工事請負費が増加したためである。 

エ 企業債償還金は24億3,301万円で、前年度に比べ１億4,559万円（6.4％）増加してい

た。 
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オ 投資は、前年度から皆減となっていた。これは、債券運用に係る具体的な運用方法が

確定するまで有価証券の購入を見送ったためである。 

カ その他資本的支出は1,645万円で、これは、消費税仕入控除税額の確定に伴い、負担

金等に含まれる消費税相当額の返還があったためである。 

 

なお、最近５か年の借入額、償還額及び未償還残高の推移は、次のとおりである。 

（単位 千円） 

年 度 借入額 
償  還  額 

未償還残高※ 
元 金 利 子 計 

令和３ 2,600,000 2,357,030 596,477 2,953,507 44,353,911 

令和４ 1,720,000 2,420,775 548,826 2,969,601 43,653,135 

令和５ 3,400,000 2,316,757 500,730 2,817,487 44,736,378 

令和６ 2,915,000 2,287,422 474,802 2,762,224 45,363,956 

令和７ 2,956,000 2,433,018 476,661 2,909,678 45,886,937 

※ 未償還残高には、旧15簡易水道事業からの引継額（平成29年度末時点残高 

1,945,271千円）を含む。 

 

 

 

 

（３）資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額61億5,930万円は、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額４億8,107万円、減債積立金17億1,785万円、過年度分損益勘

定留保資金39億6,037万円で補塡していた。 
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３ その他の予算の執行状況 

（１）債務負担行為に係る契約状況は、次のとおりである。 

（単位 千円）

事   項 
債 務 負 担 

行為限度額 
契約金額 

左の支払区分 

令和 

７年度 

支払額※ 

令和８年度以降 

支払予定額 

期間 

(年度) 
金額 

与一配水場外水道施設修

繕事業費 
77,000 72,380 

0 

(0) 
８ 72,380 

城内町外配水管整備事業

費 
121,000 120,494 

0 

(15,500) 
８ 120,494 

上下水道お客様サービス

センター電話交換機設置

費 

25 36 
12 

(0) 
８～12 24 

水道料金及び下水道使用

料徴収システム改修業務

経費（その１） 

5,000 4,400 
0 

(0) 
８ 4,400 

水道料金及び下水道使用

料徴収システム改修業務

経費（その２） 

8,000 5,940 
0 

(0) 
８ 5,940 

葵区東草深町外導水管及

び配水管布設替工事費 
275,000 115,500 

0 

(0) 
８ 115,500 

丸子新田取水場３号井取

水ポンプ等設置工事費 
28,000 32,450 

0 

(6,780) 
８ 32,450 

丸子新田取水場３号井電

気設備設置工事費 
60,000 47,850 

0 

(14,940) 
８ 47,850 

八幡配水場空調設備設置

工事費 
11,000 8,400 

0 

(2,712) 
８ 8,400 

村松配水場２号送水ポン

プ等更新工事費 
183,000 96,800 

0 

(0) 
８ 96,800 

蒲原中配水池緊急遮断弁

更新工事費 
40,000 39,600 

0 

(9,842) 
８ 39,600 

※ 令和７年度支払額の（ ）内の数字は、令和８年度への建設改良費繰越額を示す。 

 

債務負担行為に係る契約は、予算に定めた事項、期間及び限度額の範囲内で締結されて 

いた。なお、上表の債務負担行為のうち未契約のものはなかった。 

（２）企業債の本年度分の借入同意額は38億1,440万円で、予算に定めた限度額56億5,640万

円の範囲内で執行されていた。 

また、起債の目的、方法、利率及び償還の方法も予算に沿って執行されていた。 
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（３）予算に定めた一時借入金の限度額は10億円であったが、一時借入金はなかった。 

（４）予算に定めた予定支出の各項の経費の金額の流用及び議会の議決を経なければ流用す

ることのできない経費（職員給与費、交際費）についての流用はなかった｡  

（５）予算に定めた水道事業費に充てるための他会計からの補助金は、予算額9,273万円に対

し、決算額9,166万円となっていた。 

（６）棚卸資産の購入額は253万円で、予算に定めた棚卸資産の購入限度額514万円の範囲内

で執行されていた。 
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第３ 経営状況                       

１ 経営成績は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％） 

区   分 令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率 

総 収 益 10,967,052 11,225,607 △258,554 △2.3 

内 

訳 

経 常 収 益 10,956,245 11,210,581 △254,335 △2.3 

営 業 収 益 10,252,839 10,255,791 △2,952 0.0 

（うち給水収益） （9,804,388) （9,847,054） (△42,666) (△0.4）

営業外収益 703,406 954,789 △251,382 △26.3 

特 別 利 益 10,806 15,026 △4,219 △28.1 

総 費 用 10,035,005 9,637,025 397,979 4.1 

内 

訳 

経 常 費 用 10,035,005 9,632,491 402,514 4.2 

営 業 費 用 9,548,972 8,929,544 619,427 6.9 

営業外費用 486,033 702,946 △216,913 △30.9 

特 別 損 失 － 4,534 △4,534 △100.0 

経常損益（経常収益－経常費用） 921,240 1,578,089 △656,849 △41.6 

純 損 益（総収益－総費用） 932,046 1,588,581 △656,534 △41.3 

 

（１）本年度の水道事業は、総収益が109億6,705万円、総費用が100億3,500万円で、その結

果、当年度純損益は９億3,204万円の純利益となり、前年度に比べ利益が６億5,653万円

（41.3％）減少していた。 

  ア 営業収益は102億5,283万円で、前年度に比べ295万円（0.0％）減少していた。 

イ 営業外収益は７億340万円で、前年度に比べ２億5,138万円（26.3％）減少してい 

た。これは主に、令和６年能登半島地震における応急復旧活動に係る求償及び一般会計

負担金並びに過年度の消費税及び地方消費税の更正に伴う還付が本年度はなかったこと

によるものである。 

  ウ 営業費用は95億4,897万円で、前年度に比べ６億1,942万円（6.9％）増加していた。 

  エ 営業外費用は４億8,603万円で、前年度に比べ２億1,691万円（30.9％）減少してい

た。これは主に、固定資産の耐用年数等を更正するための過年度損益修正が本年度は

なかったことによるものである。 
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  オ 特別利益は1,080万円で、前年度に比べ421万円（28.1％）減少していた。これは主

に、旧15簡易水道分の元金償還金に対する一般会計補助金について、平成29年度に引

き継いだ長期前受金の収益化が前年度を下回ったことによるものである。 

 

（２）最近５か年の経営成績の推移は、次のとおりである。 

 

（３）収益率の推移は、次のとおりである。 

（単位 ％） 

区  分 令和７年度 令和６年度 令和５年度 算  式 

総 収 支 比 率 109.3 116.5 118.4 
 総 収 益 

×100 
 

 総 費 用 

経常収支比率 109.2 116.4 117.8 
 経常収益 

×100 
 

 経常費用 

営業収支比率 107.5 115.0 122.4 
 営業収益－受託工事収益 

×100 
 営業費用－受託工事費 

 

ア 総収益と総費用との関連を示す総収支比率は109.3％で、前年度を7.2ポイント下回っ

ていた。 

  イ 経常的な収益と費用との関連を示す経常収支比率は109.2％で、前年度を7.2ポイン

ト下回っていた。 

  ウ 営業活動の能率を示す営業収支比率は107.5％で、前年度を7.5ポイント下回ってい

た。 

 

11,130 10,978 11,073 11,225 10,967 

8,627 9,282 9,355 9,637 

10,035 
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4,000 

6,000 

8,000 

10,000 
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（４）給水収益及び給水費用の前年度比較は、次のとおりである｡ 

（単位 千円・比率 ％）

区  分 
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比較増減 

金 額 構成比 対前年度比 金 額 構成比 対前年度比 金 額 

給 水 収 益  Ａ 9,804,388 － 99.6 9,847,054 － 99.7 △42,666 

給 水 費 用  Ｂ 9,718,644 100.0 105.3 9,231,167 100.0 102.1 487,476 

給 

水 

費 

用 

内 

訳 

人 件 費 1,148,516 11.8 109.6 1,047,447 11.3 100.6 101,069 

動 力 費 795,907 8.2 101.6 783,548 8.5 107.7 12,359 

修 繕 費 1,059,679 10.9 113.8 931,314 10.1 84.2 128,364 

減価償却費 3,845,855 39.6 103.2 3,727,554 40.4 102.4 118,301 

支 払 利 息 476,661 4.9 100.4 474,802 5.1 94.8 1,858 

委 託 料 1,475,357 15.2 108.1 1,364,309 14.8 98.4 111,048 

工事請負費 － － － － － － － 

そ の 他 916,665 9.4 101.6 902,190 9.8 140.4 14,474 

給水損益 Ａ－Ｂ 85,743 － 13.9 615,887 － 74.3 △530,143 

ア 給水収益から給水費用を差し引いた給水損益は8,574万円で、前年度に比べ５億3,014

万円（86.1％）減少していた。 

 

（５）１㎥当たりの供給単価（平均販売単価）及び給水原価の前年度比較は、次のとおりであ

る｡ 

（単位 円・比率 ％）

区  分 
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較 増 減 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

供 給 単 価  Ａ 145.16 － 144.95 － 0.21 0.1 

給 水 原 価  Ｂ 143.89 100.0 135.88 100.0 8.01 5.9 

内 

訳 

資 本 費 64.00 44.5 61.86 45.5 2.14 3.5 

人 件 費 17.00 11.8 15.42 11.4 1.58 10.2 

そ の 他 62.89 43.7 58.60 43.1 4.29 7.3 

給水損益 Ａ－Ｂ 1.27 － 9.07 － △7.80 △86.0 

 
                                      給 水 収 益             給 水 費 用 
   (注) 資本費 = 減価償却費 + 支払利息   供給単価 =             給水原価 = 
                                      有 収 水 量             有 収 水 量 
 

ア １㎥当たりの供給単価及び給水原価は、それぞれ145円16銭と143円89銭で、前年度

に比べ供給単価は21銭（0.1％）上がり、給水原価は８円１銭（5.9％）上がってい

た。 
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    この結果、１㎥当たりの給水損益は１円27銭の利益となり、前年度に比べ７円80銭

（86.0％）減少していた。 

 

２ 財政状態を示す貸借対照表は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％） 

科   目 令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率 

資 産 128,950,399 127,087,217 1,863,182 1.5 

  固定資産 117,571,959 115,200,533 2,371,426 2.1 

有形固定資産 115,616,130 112,997,103 2,619,027 2.3 

無形固定資産 252,514 300,514 △48,000 △16.0 

投資その他の資産 1,703,313 1,902,914 △199,600 △10.5 

  流動資産 11,378,440 11,886,684 △508,244 △4.3 

現金預金 8,812,236 9,593,539 △781,303 △8.1 

未収金 1,867,431 1,715,135 152,295 8.9 

貯蔵品 207,880 208,350 △470 △0.2 

前払金 490,892 369,652 121,240 32.8 

その他流動資産 0 6 △6 △100.0 

負債及び資本 128,950,399 127,087,217 1,863,182 1.5 

負 債 61,045,846 60,114,711 931,135 1.5 

 固定負債 45,378,749 45,051,310 327,439 0.7 

企業債 43,372,296 42,930,937 441,358 1.0 

リース債務 73,525 130,097 △56,572 △43.5 

引当金 1,932,928 1,990,274 △57,346 △2.9 

 流動負債 5,009,202 4,414,078 595,124 13.5 

企業債 2,514,641 2,433,018 81,622 3.4 

リース債務 56,572 63,833 △7,261 △11.4 

未払金 2,296,559 1,747,628 548,930 31.4 

預り金 12,498 49,311 △36,813 △74.7 

引当金 128,931 120,285 8,645 7.2 

 繰延収益 10,657,893 10,649,322 8,571 0.1 

資 本 67,904,552 66,972,506 932,046 1.4 

 資本金 61,507,501 59,810,868 1,696,633 2.8 

 剰余金 6,397,051 7,161,637 △764,586 △10.7 

  資本剰余金 1,908,567 1,908,567 0 0.0 

  利益剰余金 4,488,484 5,253,070 △764,586 △14.6 
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（１）資  産 

資産は1,289億5,039万円で、前年度に比べ18億6,318万円（1.5％）増加していた。 

  ア  固定資産は1,175億7,195万円で、前年度に比べ23億7,142万円（2.1％）増加してい

た。 

  イ  流動資産は113億7,844万円で、前年度に比べ５億824万円（4.3％）減少していた。 

  ウ 貸倒引当金控除前の実質未収金等（決算時点で納期限が経過している債権）は、次の

とおりである。 

（単位 千円・比率 ％） 

区   分 令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率 

未 収 金 等  Ａ 1,904,850 1,754,728 150,121 8.6 

うち納期未到来分 Ｂ 1,725,688 1,572,359 153,328 9.8 

 給水収益 843,298 850,777 △7,479 △0.9 

 受託工事収益 7,600 7,794 △193 △2.5 

 工事負担金 52,985 93,827 △40,841 △43.5 

 そ  の  他 821,803 619,960 201,843 32.6 

実質未収金等 Ａ－Ｂ 179,161 182,368 △3,207 △1.8 

 現年度分 129,073 124,958 4,115 3.3 

 過年度分 50,087 57,410 △7,322 △12.8 

（注）「未収金等」には、貸借対照表上未収金に区分されるもののほか、破産更生債権 

等に区分されるものも含む。 

 

  （ア）未収金等は19億485万円で、前年度に比べ１億5,012万円（8.6％）増加していた。 

未収金等のうち、納期未到来分の17億2,568万円を除いた実質未収金等は１億7,916

万円で、前年度に比べ320万円（1.8％）減少していた。 

（単位 千円） 

固定資産 

117,571,959 

流動資産 

11,378,440 資本 

67,904,552 

繰延収益 

10,657,893 

流動負債 

5,009,202 

固定負債 

45,378,749 

・資 本 金 61,507,501 

・資本剰余金  1,908,567 

・利益剰余金  4,488,484 

【負債・資本】 

128,950,399 

【資産】 

128,950,399 
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  （イ）不納欠損処分の状況は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％）

区  分 令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率 

水 道 料 金 11,517 15,066 △3,549 △23.6 

 

不納欠損処分の金額は合計で1,151万円となっており、前年度に比べ354万円

（23.6％）減少していた。 

 

（２）負 債 及 び 資 本 

  ア 負債は610億4,584万円で、前年度に比べ９億3,113万円（1.5％）増加していた。 

  （ア）固定負債は453億7,874万円で、前年度に比べ３億2,743万円（0.7％）増加してい

た。 

  （イ）流動負債は50億920万円で、前年度に比べ５億9,512万円（13.5％）増加していた。

これは主に、未払金が５億4,893万円増加したためである。 

また、流動負債には未払金22億9,655万円が含まれているが、当該未払金は令和８

年５月末日までに全額支払済となっていた。 

  （ウ）繰延収益は106億5,789万円で、前年度に比べ857万円（0.1％）増加していた。 

  イ 資本は679億455万円で、前年度に比べ９億3,204万円（1.4％）増加していた。 

  （ア）資本金は615億750万円で、前年度に比べ16億9,663万円（2.8％）増加していた。 

  （イ）剰余金は63億9,705万円で、前年度に比べ７億6,458万円（10.7％）減少していた。

これは、利益剰余金が７億6,458万円減少したためである。 

（ウ）利益剰余金は44億8,848万円で、その内容は次のとおりである。 

     （単位 千円・比率 ％）

項   目 令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率 

減債積立金 1,588,581 1,717,856 △129,274 △7.5 

建設改良積立金 － － － － 

災害準備積立金 150,000 150,000 0 0.0 

水源対策積立金 100,000 100,000 0 0.0 

未処分利益剰余金 2,649,902 3,285,214 △635,311 △19.3 

利益剰余金 4,488,484 5,253,070 △764,586 △14.6 
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（３）財務比率の主な指標は、次のとおりである。 

（単位 ％） 

区   分 
令和 

７年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 
算   式 

流 動 比 率 227.2 269.3 235.9  
流動資産 

×100 
流動負債 

自己資本構成比率 60.9 61.1 60.4  
資本＋繰延収益 

×100 
負債＋資本 

固定資産対長期資本比率 94.9 93.9 93.9  
固定資産 

×100 
資本＋固定負債＋繰延収益 

 

ア 短期の支払能力を示す流動比率（200％以上が理想）は227.2％で、前年度を42.1ポイ

ント下回っていた。 

イ 負債及び資本に占める自己資本の比率を示す自己資本構成比率（率が大きいほど望ま

しい。）は60.9％で、前年度を0.2ポイント下回っていた。 

ウ 財政の長期健全性を示す固定資産対長期資本比率（100％以下が望ましい。）は

94.9％で、前年度を1.0ポイント上回っていた。 

 

３ 資金（現金・預金）の増減は、次のとおりである。 

（単位 千円・比率 ％） 

区   分 令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率 

業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 

「通常の業務活動の実施による資金の増減」 
4,407,311 6,039,764 △1,632,453 △27.0 

投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） 

「将来に向けた運営基盤の確立のために 

行われる投資活動による資金の増減」 

△5,647,762 △6,089,954 442,192 △7.3 

財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） 

「資金の調達及び返済による資金の増減」 
459,147 540,131 △80,983 △15.0 

本年度資金増減額（ＡからＣまでの合計）

（Ｄ） 
△781,303 489,940 △1,271,243 △259.5 

 

資金期首残高（Ｅ） 9,593,539 9,103,599 489,940 5.4 

資金期末残高（ＤとＥの合計）（Ｆ） 8,812,236 9,593,539 △781,303 △8.1 

 

水道事業会計は資金が７億8,130万円減少し、期首に95億9,353万円あった残高が、期末

には88億1,223万円となっていた。 

（１）業務活動により増加した資金は44億731万円となっていた。 
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（２）投資活動により減少した資金は56億4,776万円となっていた。これは主に、国庫補助金

等による収入が３億9,688万円あったものの、有形固定資産の取得に62億2,827万円を支

出したことによるものである。 

（３）財務活動により増加した資金は４億5,914万円となっていた。これは主に、企業債を24

億3,301万円償還したものの、29億5,600万円新たに借り入れたことによるものである。 
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第４ む す び 
 
 

１ 令和７年度決算総括 

令和７年度水道事業会計は、収益面では、水道事業の根幹をなす給水収益が前年度に比べ

0.4％・4,266万円の減となったこと等により、営業収益は0.0％・295万円の減となった。また、

営業外収益は前年度に比べ26.3％・２億5,138万円の減となり、特別利益が421万円の減となり、

総収益は前年度に比べ2.3％・２億5,855万円減の109億6,705万円となっていた。 

一方、費用面では、その他雑支出、旅費及び光熱水費が減少したものの、修繕費、固定資産

除却費及び有形固定資産減価償却費が増加したことなどにより、総費用は前年度に比べ

4.1％・３億9,797万円増となる100億3,500万円となっていた。この結果、当年度損益は前年度

に比べ41.3％・６億5,653万円減少し、９億3,204万円の当期純利益となっていた。資本的支出

では、重要な管や施設の耐震化・老朽化対策等を推進するための投資である建設改良費の予算

額139億9,854万円に対して決算額は72億7,430万円で、執行率は52.0％となっており、翌年度

繰越額は60億9,577万円であった。 

 

２ 総括意見 

水道事業は、市民生活に不可欠なライフラインとして、将来にわたり安全で安心な給水サービ

スを安定的に提供していくことが求められている。令和７年度から令和21年度までの15年間を集

中投資期間とした上下水道一体の「重要施設の選択的線的耐震化」を進めていくためには、多額

の投資財源が必要となる。 

令和８年６月使用分から実施された水道料金の増額改定は、将来にわたり安全で安心な給水サ

ービスを維持するための重要な財源確保策であり、その効果が老朽化対策及び耐震化の着実な推

進という形で確実に発揮されることが求められる。こうした状況を踏まえ、本審査では、老朽化

対策及び耐震化の推進、有収率向上、災害時の給水体制について、持続可能な水道事業の確保と

いう観点から確認した。 

（１）料金改定を踏まえた老朽化対策及び耐震化の着実な推進について 

  水道事業は、令和６年度に従来の「供給区域全体の面的整備」から、取水施設から重要施設

を経由して下水処理場までの上下水道一体の「重要施設の選択的線的耐震化推進」に方針を改

めた。これは、令和６年１月の能登半島地震において上下水道施設に甚大な被害が生じ、復旧

が長期化したことを踏まえて見直されたもので、令和17年までに災害拠点病院及び救護病院並

びに災害対策本部において給排水を確保するとともに、各中学校区に最低１か所の避難所で給

排水が確保できている状態を、令和22年には各小学校区に最低１か所の避難所で給排水が可能

な状態を目指すとし、これらの取組に係る今後15年間における事業費は、概算で約1,000億円

と試算されている。今回の水道料金の増額改定は、コスト縮減や国の補助金活用を行ってもな

お不足する財源を確保するために行われたものである。 
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一方、工事の実施においては、人件費や資材価格の上昇、建設現場における人材確保など課

題も多い。また、令和７年度予算の執行においては、国の補正予算を活用し、工事や委託を前

倒ししたものを除いても、約30億円が翌年度に繰り越され、建設改良事業の執行状況から計画

どおりに進捗していない状況が見られる。15年間の集中投資期間中は、常に適切な工事の発注

や施工管理を確保し、技術者の確保・育成や受注体制の維持にも留意するとともに、市民の理

解を得て増額改定した水道収益を有効に活用し、管及び施設の老朽化対策や耐震化の取組が滞

ることなく着実に推進されることを望むものである。 

あわせて、その投資効果を市民や議会が適切に把握できるよう、分かりやすく示す方策につ

いても検討されたい。 

（２）有収率向上と安全・安心の確保について 

持続可能な事業運営の観点からは、施設整備の推進と併せて、有収率の向上による経営効率

化も重要な課題である。令和７年度における本市水道事業の有収率は78.3％であり、令和６年

度における政令指定都市等の平均値92.2％と比較して低い状況にある。有収率が低い主な要因

としては、総配水量が増加する一方で給水人口の減少や節水型機器の普及などにより有収水量

が減少していることに加え、漏水の影響や、料金収入に結び付かない有効無収水量が多いこと

が挙げられている。 

漏水対策については、まず、浄水場と配水池及びその間の送水管に流量計を90台設置し、流

量変化を分析することにより漏水の有無や箇所を把握する取組が進められている。その後、

「配水池から先の配水管」へ流量計を順次計画的に移設し、市内全域について令和16年度まで

にこの取組による漏水調査を完了させる見込みとしている。こうした取組については、現状の

調査にとどめず、発生傾向の分析につなげるなど、より効果的な有収率向上策として展開して

いくことが重要である。 

また、有効無収水量の削減について、事業用水量の実態把握を重点的に進めたところ、現状

では配水管末端部などでの水道水の滞留を防ぐために常時排出する水量が必要量よりも多いこ

とが分かったため、水質管理に必要な水量を確保した上で、事業用水量の削減に取り組むこと

としているとのことである。今後、有収率90％を目標としてこれらの取組を進めるとのことで

あり、改善に向けた組織的な取組を推進し、経営効率の改善につなげていくことを期待する。 

あわせて、鉛製給水管については、令和７年度末時点で１万1,274か所残っており、令和11

年度には更新事業を完了する計画であることから、安全・安心な給水の確保に向け、計画どお

り着実に更新を進めることを期待する。 

（３）災害時に機能する給水体制の確保について 

近年の大規模災害の教訓を踏まえれば、施設の耐震化に加え、災害時でも有効に機能する運

用体制を確立する必要がある。重要施設への供給ルートの耐震化による給水機能の確保や復旧

体制の強化を進めており、自主防災会等による給水訓練については、直近３年間で給水拠点42
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か所のうち34か所で実施しているが、耐震性貯水槽操作トレーニングは実施しているものの給

水栓付受水槽の訓練は実施されていない。 

災害発生時に迅速かつ円滑な応急給水活動を行うためには、地域が主体となった運用体制を

構築し、地域に定着させるとともに、施設整備、地域への周知、訓練、復旧体制の強化を一体

として進める必要がある。市民が安心して給水を受けられるよう、迅速かつ円滑な応急給水活

動が行われる体制を確保するための実効性のある取組が進められることを期待する。 
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参考資料

（単位　千円・比率　％）

区　分 項　　目

営業収益 10,252,839 10,255,791 10,277,266 10,140,189 10,488,983

営業利益 703,866 1,326,247 1,495,105 1,483,751 2,493,526

経常利益 921,240 1,578,089 1,661,553 1,490,418 2,503,192

当年度損益 932,046 1,588,581 1,717,856 1,696,633 2,503,192

収支不足補塡のための
一般会計補助金

－ － － － －

上記補助金を除いた
実質損益

932,046 1,588,581 1,717,856 1,696,633 2,503,192

資産合計 128,950,399 127,087,217 126,108,449 122,069,039 121,089,450

負債合計 61,045,846 60,114,711 60,724,524 58,402,970 59,120,014

資本合計 67,904,552 66,972,506 65,383,924 63,666,068 61,969,435

自己資本 78,562,446 77,621,828 76,125,729 74,319,296 72,542,008

流動比率 227.2 269.3 235.9 289.7 318.1

自己資本構成比率 60.9 61.1 60.4 60.9 59.9

固定資産対長期資本比率 94.9 93.9 93.9 93.1 91.7

企業債未償還残高 45,886,937 45,363,956 44,736,378 43,653,135 44,353,911

実質未収金 179,161 182,368 1,046,010 1,021,936 377,322

行政区域内人口（人）　Ａ 665,330 670,258 675,610 680,913 686,746

給水人口（人）　Ｂ 651,869 656,789 661,891 666,652 671,855

普及率　Ｂ／Ａ 98.0 98.0 98.0 97.9 97.8

年間総配水量（㎥） 86,231,649 85,011,044 84,114,920 83,604,061 84,853,995

有収率 78.3 79.9 81.2 82.3 82.9

供給単価（円） 145.16 144.95 144.58 141.42 143.40

給水原価（円） 143.89 135.88 132.44 130.96 119.03

施設利用率 75.2 74.1 71.3 71.0 72.1

経
営
成
績

財
政
状
態

そ
の
他

水道事業における最近５か年の経営指標等の推移

年　　度
令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度
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